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はじめに 

 

御船町議会は、平成 22年 4月に議会基本条例を制定。以来、町民全体の福祉向

上を目指し、通年議会の導入など多くの議会改革を推進してきた。 

地方分権時代を迎え、町民に信頼される開かれた議会を創るため、多様な世代の

優秀な人材が議員として活躍できる議会を目指す。 

しかし、令和 5年の町議会議員選挙で初の無投票となり、議員のなり手不足が顕

著である。 

これは地方自治、ひいては民主主義自体に危機を及ぼしかねない。 

議会改革推進特別委員会では、平成 27年の議員定数削減から約 10年間にわた

り、多角的かつ慎重に議員報酬のあり方を検討し、なり手不足に対応しつつ、議員が

本来の役割を十分に発揮できる制度設計を模索してきた。 

令和 6年 12月には、議員待遇の在り方についてこれまでの協議をまとめた「中間

報告」を公表。 

その後、「中間報告」に対するパブリックコメント募集や議員報酬に関するフォーラ

ムの開催等を通してさらなる意見聴取を行い、それらを踏まえてさらなる協議・検討を

行った結果として、ここに「最終報告」を作成、公表する。 

御船町議会は、議会基本条例の理念に基づき、改革をたゆまず推進していく。 

町民とともに歩む議会として「議員のなり手不足」への対応を継続し、地方自治と民

主主義の発展に貢献していく決意である。 

 

 

御船町議会 議会改革推進特別委員会 委員長 福永 啓 

副委員長 ジェリフ はづき 

委員 藤川博和 

委員 福本 悟 

委員 宮川一幸 

委員 成瀬育枝 

 

目次へ戻る 



4 

1 章「中間報告」概要 

＊中間報告本編及び資料はこちらから  

1. 検討の経緯 
 

• 平成 22 年：議会基本条例を制定。通年議会導入や広報活動の強化を開

始。 

• 平成 27 年：議員定数を 16 名から 14 名に削減。議員報酬改定の必要性

を提起し中間報告を公表。 

• 平成 31 年：報告書作成、町民や団体からの意見聴取を実施。 

• 令和 5年から専門的知見を活用し、意見聴取や調査を通じて議員報酬や

待遇の見直しを検討。町内外 87 名からの意見聴取を 9回実施し、さら

に区長会や Web 調査により 46 名からの意見を収集した。 

 

 

2. 議員待遇協議の方向性 
 

議員待遇に関する協議は、報酬改正だけでなく、議員を取り巻く環境や住民意

思の確認を含めた議会改革も並行して、以下の 3点を軸に検討する。 

 

① 意見聴取 

o 過去の意見聴取結果や協議を踏まえつつ、住民意識の変化を考慮

し再度意見聴取を実施。 

o 若年層を含め、幅広い住民から議員待遇や議会全体に関する意見

収集。 

② 議会改革 

o 基本方針や計画を策定し、議会改革を先行しながら議員待遇の協

議を同時並行で進める。 

③ 議員待遇 

o 今期内に一定の結論を出し、次期議会から待遇改善を目指す。 

o 報酬額は全国議長会提案の＊「新原価方式」や独自の方式を活用

して算出し、改定額の根拠を明確化する。 

o 報酬以外の幅広い改善策も検討する。 
 
＊「新原価方式」とは  

町村議会議員の報酬を、実際の活動量や内容に基づいて算定する新たな考え方である。 

従来は町村長の月額報酬の約 3割とする慣例が多かったが、それでは議員の職責や活動実

態に見合わず、なり手不足の一因ともなっていた。この方式では、町村長の年間活動日数

(約 305 日)を基準に、議員の出席や住民対応、調査などの「実働日数」を積算し、その割

合を首長報酬に乗じて議員報酬を算出する。町村長を基準とするのは、両者が住民に直接

選ばれた代表であり、同等の「責任の重み」があることに着目したものである。課長や係

長は選挙による正統性を持たず、執行機関の一部に過ぎないため、「新原価方式」におけ

る比較対象とならない。新原価方式では、職責と活動実態に応じた公平な報酬を示し、住

民への説明責任を果たすことを目的としている。 

目次へ戻る 
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3．意見聴取と分析 
 

① 意見聴取の概要 

o 冊子を配布し、「町の役割」「議会や議員の役割」「議員報酬」

について住民の意見を収集。 

o 聞き取り調査とアンケートで以下を質問： 

▪ 「議会や議員にどのような役割を期待するか」 

▪ 「議会改革の必要性」 

▪ 「議員になる際の障害」 

o 議員報酬に関しては、適切な水準を一般的な会社員や公務員の給

与水準と比較して「平均以上」「平均程度」「平均以下」の選択

肢を設けた。 

 

② 意見聴取の分析 

 

o 若年層から「議会活動が伝わっておらず、内容が分からない」や

「議員になること自体を考えたことがない」といった意見が多

く、議会活動の認知拡大や情報共有の必要性が再認識された。 

o 区長アンケートでは具体的かつ建設的な意見が寄せられた。 

o 議員報酬の適正水準についての回答： 

「議員報酬についてどの程度が適切と考えるか」アンケート結果 

「一般的会社員や公務員の平均以上」48（51％） 

「一般的会社員や公務員の平均と同程度」32（34％） 

「一般的会社員や公務員の平均以下」9（10％） 

「その他」5（5％） 
 

アンケートの有効回答数 94 件は、御

船町における有権者約 14,000 人に対

し、統計学上、誤差±5%の範囲で見

た場合、およそ 70%程度の信頼水準

となる。信頼水準は高くないが、お

おまかな傾向を把握するための参考

値として活用した。 

 

 

 

 

 

 

これらの意見聴取により、議会改革の方向性として「情報発信の強化」「住民

参加の充実」などが明らかになった。 

 

 

 目次へ戻る 
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4．議会改革 
 

御船町議会は町民から「議会活動が伝わっていない」「町民の声を反映すべ

き」との指摘を受け、議会基本条例の理念に基づき、以下の 3 つの観点から

「御船町議会改革基本計画」を策定した。 

また、情報発信や業務効率化を進める「ICT 推進基本計画」およびこれらを実

現するための「改革実施計画」を策定した。 

 

議会改革の主な取り組み 

 

① 情報発信・情報共有 

o 分かりやすい情報発信と事務効率化を推進。 

o ICT 推進計画を別途策定し、以下を実施： 

▪ 議会活動のライブ配信・録画配信、SNS 活用、YouTube チ

ャンネル充実。 

▪ 本会議場モニター設置や住民意見収集、議会 HP の充実。 

▪ オンライン会議、AI を活用した議事録作成、ペーパーレス

化促進。 

 

② 議会活動への住民参加 

o 議会報告会の充実：基調講演やパネルディスカッションの試行。 

o 新たな意見交換の場「あおぞらカフェ」や中高生との交流、イベ

ント出展などの実施。 

o 子ども議会の開催や議場の利用促進、オンライン傍聴者の発言機

会の試行。 

o 一般質問や政策提言への町民意見反映の仕組み構築。 

 

③ 議会機能の強化 

o 通年議会の導入、監査委員を議員外から選出。 

o 常任委員会の調査基準統一と政策形成サイクルの構築。 

o 委員会の条例チェックを通じた必要な条例の制定・改廃提言。 

 

今後の計画 

• 「御船町議会改革実施計画」に基づき、基本計画の実効性を確保。 

• 町民との連携を深め、議会の透明性と効率性を高める改革を継続的に実

施。 

 

＊「御船町議会改革基本計画」はこちら --------------   

 

 

 「御船町議会 ICT 推進基本計画」はこちら ---------- 

  

 

目次へ戻る 
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5．議員待遇 
 

概要 

御船町議会では、議会改革と並行して議員待遇全般および議員報酬についての

協議を行った。議員報酬の算定には、全国町村議長会が提案する議員の実際の

職務負荷を客観的に評価する「新原価方式」を参考にした。 

 

① 現状調査 

• 議員定数：現在 14 名。昭和 30 年当初は 30 名で、段階的に削減 

• 議員報酬：月額 238,400 円。（中間報告策定時、現在は 242,000 円） 

過去 20 年間ほぼ横ばい(平成 13 年は 253,000 円) 

• 費用弁償：平成 16 年廃止。遠距離議員には車賃支給(1 ㎞あたり 37 円) 

• 社会保険等：議員年金廃止(平成 24 年度)、国民年金や国民健康保険に

個人加入 

• 町一般会計における議会費比率：0.8％（令和 5年度決算） 

 

② 比較調査 

• 類似自治体との比較 

九州管内 19 類似自治体の平均報酬は 241,284 円。 

御船町の報酬額は 19 自治体中 12 位。熊本県内の 3類似自治体では平均

244,133 円で、御船町は報酬水準で最下位となっている。 

 

県内給与実態との比較 
きまって支給する現金給与額（厚生労働省の令和５年賃金構造基本統計調査の統計データより） 

年 代 
25歳 

～29 歳 

30歳 

～34歳 

35歳 

～39 歳 

40 歳 

～44歳 

45歳 

～49 歳 

50 歳 

～54歳 

55 歳 

～59歳 

60歳 

～64 歳 

男性平均 27.3 万円 30.6万円 33.7 万円 35.0 万円 37.5 万円 38.5 万円 38.7 万円 30.1 万円 

女性平均 23.4 万円 23.5万円 24.3 万円 25.0 万円 26.2 万円 25.7 万円 26.5 万円 22.9 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次へ戻る 
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6.議員活動調査 
 

調査背景 

平成 27 年度に続き、令和 5年 6月から令和 6年 5月までの 1年間を対象に

議員活動調査を実施。各議員に「活動日数調査票」を配布し、公務性が認めら

れる職務に基づいて活動を分類・調査した。 

 

議員活動の基準 

1. 法令で定められた議会活動 

本会議、委員会、全員協議会、組合議会など。 

2. 議会基本条例に則った会議・議会主催の活動 

あおぞら会議や議会報告会、町主催の会議や研修会等。 

3. 付随活動 

議案審議、政策研究・立案、事前準備、議員間の意見交換など、会議等

の前提となる活動。 

4. 町の公的行事への参加 

町主催の公式行事やイベントへの参加。 

5. 町民との接触活動 

各種相談対応や地域行事への出席、町民意見の収集と議会活動への反映

（選挙運動・政党活動は除外）。 

 

日数算定の方法 

• 4 時間以内の職務：0.5 日として計算。 

• 4～8 時間の職務：1日として計算。 

 

議員活動調査結果 

• 法令で定められた議会活動：64.8 日 

• 法令によらない議会活動：4.7 日 

• 付随する議会活動：43.6 日 

• その他の議会活動：40.8 日 

• 合計活動日数：154 日 

 

議員は年間平均 154 日間にわたり、法定業務や付随する活動、町民との接触活

動など多岐にわたる職務を遂行していることが明らかとなった。 

一部の議員は年間 200 日以上活動しているが、議員活動に専念するほど副業が

困難となる実態が明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 目次へ戻る 
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7.評価 
 

① 意見聴取の成果 

地方自治と民主主義における議会の重要性を再確認し、意見聴取を通じて次の

点が明らかになった。 

• 区長からの意見: 

長年の経験に基づく建設的提案が多く、議会改革や活動方針への参考と

なる。特に厳しいが実現可能なアイデアが提示された。 

• 若年層の意見: 

「議会の役割が不明確」との声が多く、情報発信不足が原因と認識。こ

れにより広報活動の強化や議会活動の透明性向上の必要性を確認した。 

 

② 議会改革の方向性 

• 地方議員は住民の福祉向上や行政監視など責任の重い役職であるが、実

態が周知されておらず、議員のなり手不足の要因となっている。 

• 今後の対応: 

1. 「御船町議会改革基本計画」と「ICT 推進基本計画」を基に、情

報発信・住民参加を充実。 

2. 住民の意見を反映しつつ、議会機能の強化を推進。 

 

③ 議員待遇の課題 

• 現状分析: 

o 地方分権以降、町や議会の役割は拡大する一方、議員定数や報酬

は減少傾向にある。 

o 議員報酬の低さが、経済的理由により立候補を断念せざるを得な

い人を生む一因となっている。特に若年層が生活維持できる報酬

設計が急務。 

• 報酬の見直し: 

o 新原価方式で試算された月額 35 万円～40 万円が適切と判断。こ

れにより、社会生活を維持しつつ、議会活動に注力できる環境を

提供。 

o 従来の町村議会議員との比較は不適切であり、会社員や公務員と

の比較を基準とするべき。 

• 財政的影響: 

o 議員報酬の引き上げは、町一般会計における議会費比率を震災以

前より低い水準に保ちながら実現可能。 

o 専門家の共通認識として、「人への投資」としての効果を重視

し、税収増や行政効率化につながると考えられる。 

 

 

 

 

 
目次へ戻る 
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8. まとめ 
 

中間報告では、御船町議会改革推進特別委員会における協議内容を以下のよう

に整理した。 

 

1. 議会改革の推進 

「情報発信・情報共有」および「住民参加」をさらに充実させることを柱

に、「御船町議会改革基本計画」および「ICT 推進基本計画」を着実に実行

する。これにより、議会活動への町民理解を深め、議員を志望する人を増や

すとともに、活発な議論を通じて町民福祉の向上を図る。 

 

2. 議員待遇の見直し 

若い世代でも議員活動が可能となる環境を整えるため、新原価方式で算定し

た月額 35～40 万円を御船町議会議員報酬の適正額とする。 

生活給的観点を取り入れたうえで、議員報酬を見直す必要がある。 

少なくとも、町村係長級の平均給与約 33 万円を下回らない額とする。 

この報酬額改正は、町財政に特段の負担をかけず、多様な人材が議員を目指

せる基盤となることを目指すため必要な改正である。 

 

3. 公開と意見収集の実施 

中間報告を公表し、パブリックコメントやフォーラムの開催、特別職報酬審

議会等との意見交換を通じてさらなる意見収集を行う。 

令和 7年度内に最終報告書を作成し、同年末までに議員報酬に関する条例改

正、令和 8年度当初からの施行を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 目次へ戻る 
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２章 中間報告に対する意見 
 

1. パブリックコメント及び議会フォーラム等に寄せられた意見 
 

① 中間報告に対するパブリックコメントは計 6件、意見概要は次の通り。 

 

議員報酬について 

• 新原価方式による 35～40万円の報酬は、なり手不足対策として適切 

• 他町村との比較を行い、報酬等審議会を通じて適正な水準に設定す

べき 

• 政務活動費（月 2万円）を議員報酬に振り替える提案 

• 報酬増額の根拠として、議会の監視機能の重要性を評価 

 

委員長手当について 

• 委員長手当導入の根拠が不明確（準備や取りまとめ業務は議会事務

局の役割では？） 

• 委員長の具体的な役割と成果を検討した上で導入を判断すべき 

 

議員数・議会運営について 

• 人口 2 万人未満の町に対して議員数が適正か疑問 

• 通年議会制度の必要性への疑問（利点が見えない） 

• 予算決算委員会の必要性への疑問（14人全議員で審議した方が良い

との意見だったが、現在、委員会審議は 14人全議員で行っている） 

 

議員活動・透明性について 

• 一般質問をしない議員がいる理由の説明が必要 

• 年間質問数や活動状況の公表を求める 

• 地域の公民館での行政報告会開催の提案（年 2回程度） 

• 一般質問の形式化を問題視（事前準備された質疑応答への批判） 

 

法的・制度的な問題提起 

• 議会が議員報酬決定に関与することの法的根拠への疑問 

• 議員への生計費概念導入の法的妥当性への疑問 

• 議員には職務専念義務がないため、報酬算定方法が公務員と異なる

べき 

 

町政全般への要望 

• 将来のまちづくりビジョン（コンパクト化等）の早期提示 

• 竹バイオマス事業の損害賠償問題の解決と情報公開 

• 議会と執行部の緊張関係の必要性 

議員の奉仕精神と使命感の重要性 
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② 令和 7年 6 月 28日、住民参加型議会フォーラム「議員報酬を考える」を

開催、熊本大学法学部教授、伊藤洋典先生の基調講演の後、中間報告に

ついて説明し、パネルディスカッション及び町民との意見交換を行っ

た。 

意見交換で出た意見、及びアンケートで寄せられた意見概要は次の通

り。 

 

周知・情報提供について 

• 議論があったことを知らない住民がいる（周知不足） 

• 広報を見る人は少ないので、それだけでは情報伝達が不十分 

• 選挙時にしか議員に会わない 

• 年 2回程度の地域報告会開催の提案（上期・下期） 

• 議会改革に取り組んでいても、「やっているつもり」と住民からの

「見え方」にギャップがある。可視化と情報提供の工夫が必要。 

• 御船町は、時系列で町民にわかりやすく経緯を説明しており、高く

評価されている。 

 

議員報酬について 

賛成意見 

• 報酬を上げた方がよい 

• 人材確保の観点から報酬増額は悪くない 

• 以前から報酬は上げるべきと考えていた 

• 御船町議会の仕事の質と量は高いので報酬を上げる時期 

• 議員報酬の引き上げには賛成、それに見合った仕事が求められる 

• 議員報酬が低すぎると優秀な人材が集まらず、議員の質が低下す

る。500 万円程度の適切な報酬設定により、課長級経験者などの有

能な人材を確保できるため、報酬引き上げに反対しない。 

 

検討課題 

• 定数を減らして報酬を上げる方向性の提案 

• 成果主義の報酬制度導入の可能性 

• 町の財政状況を考慮した適切性の検討 

• 報酬の見直しに用いられた「新原価方式」試算に異議あり。勤務日

数や日額換算に誤差がある。 

• 「町長報酬の 3割」という基準から、町長・副町長と連動して一律

に引き上げるという発想は乱暴だ 

• 報酬の低さと仕事量のギャップは、議員になって初めて気づく問題

であり、適正な水準を考える必要がある。 

 

議会運営について 

• 通年議会制度の再検討が必要 

• 会議の議事録を見るとしっかり調査されている印象 

• 議員報酬を議会自身が検討することの適切性への疑問 
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• 定数の見直しも必要との意見あり。ただし報酬と連動させて議論す

べきではない。 

• 鋭い住民の質問に的確に答えている様子から、議会内での十分な協

議がうかがえるとの評価。 

 

議員活動・住民との関係について 

• 幅広い町民の声を直接聞く機会の必要性 

• 地元と結びついた活動の重要性 

• 各種会議への参加や情報提供、関係構築の必要性 

• 区長が議員を兼ねるという制度の提案 

• 現職議員に「志の欠如」を感じる。議員間の関係づくり（チームづ

くり）も課題 

• 地域住民への情報発信と交流の強化により、議員の活動への信頼や

関心が高まる 

• 住民意見を政策に反映するには、従来の議会報告会ではなく、政策

ジャンル別の意見交換会を開催し、具体的な報告と双方向の意見交

換を行うことが重要である。 

 

なり手不足の原因分析 

• 報酬の少なさが本当の原因なのかという疑問 

• 「議員」という職の魅力不足が根本的問題 

• 議会の活躍や成果が見えないことが問題 

• 「見えにくい活動」が多いこと、仕事に見合う対価がないことが原

因の一つ 

 

アンケート調査について 

• 回答数が 100名に満たない状況(有効回答数 94名)では、町民の意思

がわからない 

• 意見聴取の結果をどのように反映させていくか、調査設計と活用方

法に工夫が求められる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目次へ戻る 
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2. パブリックコメント及び議会フォーラム等に寄せられた意見に

対する議会の判断 
 

議員報酬について 

議員報酬の増額については、賛成する意見も多く寄せられており、それらの

声を重く受け止める必要がある。これらの意見は、議員の職責に対する適正

な評価として受け止めるべきものであり、報酬の見直しは単なる待遇向上に

とどまらず、優秀な人材の確保と、町民が期待する職務への専念を促すた

めの「投資」であると考える。 

一方で、増額に対しては、適法性、時期、財政負担、なり手不足の本質、新

原価方式への疑義など、さまざまな疑問や反対意見も寄せられており、これ

らにも真摯に向き合う必要がある。 

なかでも決定プロセスの「適法性」に関する指摘は重要な論点である。協議

を通じて、議員報酬の条例制定・改廃は地方自治法上、議会の権限であり、

議員提案も認められていること、審議会はあくまで助言機関にとどまること、

そして全国的に多数の先例が存在することを確認し、本議会における報酬

改定の議論と提言は法的に適正な手続きであることを確認した。 

また、議員報酬に生活給的要素を含めることについても、議員が町民の代

表として重要な職責を担う以上、多様な人材を確保し、その職務に専念でき

るようにするために必要なものであると考える。 

「新原価方式」に対しては、批判的な意見もあったが、この方式は、首長報酬

を基準とし、首長と議員の双方が住民から直接選ばれた代表であるという共

通点を踏まえ、両者が担う「責任の重み」や職責の客観的価値に基づいて算

出されている。これについても、法的な問題はないことが専門的知見により

確認されている。 

さらに、通年議会の負担が議員のなり手不足につながっているのではない

かとの意見もあったが、各種の意見聴取やアンケートの結果から、多くの町

民は議会活動のさらなる充実と、町民の意見がより良い形で町政に反映さ

れることを望んでいることが明らかであった。こうした町民の期待を踏まえ、

議員負担の軽減にもつながる通年議会の廃止や縮小を、なり手不足への対

策とはしないこととした。 

 

以上のような議員報酬に関する多様な意見に対しては、今後も客観性と透明性を

確保しつつ、報酬改定の根拠を丁寧に示し、町民の理解を得るために説明責任を

果たしていく。 

約 10年にわたって多角的かつ慎重に行ってきた議員報酬見直しの議論に対して、

責任ある結論を示すとともに、これは地方自治の発展と町民の負託に応えるため

不可欠な改革であるという認識のもと、引き続き丁寧に町民に説明を重ねていく。 
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議会改革について 

町民の皆様から「周知が足りない」「何をしているか分からない」と

いった情報発信不足の指摘があったことを真摯に受け止める。 

これらの意見に対し議会は、現行の「御船町議会改革基本計画」及び

「御船町議会 ICT推進基本計画」を着実に実行し、さらに一歩進んだ

情報発信体制を構築する。 

 

議員が「選挙の時にしか回ってこない」という指摘や、「年に 2回は

地域等で報告会をすべき」といった住民参加促進の提案があったこと

を重く受け止める。 

これらの意見に対し議会は、町民との直接対話の場を積極的に設け

る。 

 

「議会に活気がない」「志の欠如を感じる」「一般質問が質疑になっ

ていない」「議員数が適正か」といった議会運営や議員活動に関する

厳しい意見があったことを重く受け止める。 

これらの意見に対し議会は、議員の質疑応答能力向上に向けた研修拡

充や、執行部との緊張感ある議論を促す手法の改善に取り組む。 

議員定数に対する意見については、基本、定数に関する議論と、今回

の報酬議論に関する議論は切り離し、適切な議員定数について継続的

に議論を行うこととする。 

 

アンケートに関する指摘については、今後アンケート等を行う場合

は、より町民の意見を正確に把握することができるよう、統計学的に

正確性の高いサンプル数の確保を目指す。 

 

議員のなり手不足対策に関しては、議員報酬の引き上げのみでは解決し得な

いと考える。 

議員報酬の適正化と並行し、議会活動の質を高め、町民の皆様との距離を縮

めるための改革を推進することが、議員の魅力を高め、結果としてなり手不

足解消にも繋がるものと判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
目次へ戻る 
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3 章 議員報酬に関する「提言」及び議会改革 
 

令和 6年 12月公表の「中間報告」、及びその後のパブリックコメント、議会

フォーラムを経て、議会改革推進特別委員会として次の通り議員報酬に関す

る「提言」を行い、加えて議会改革の決意を示し最終報告とする。 

 

1. 議員報酬に関する「提言」 

① 「議員報酬」 

議員報酬額は、以前の町長給与額に基づき「新原価方式」で算出され

た月額約 35 万円～40 万円から、同じく令和７年３月に改訂された町長

給与額に基づき算出された月額約 40.7 万円～53.8 万円を考慮に入れ、

「月額約 40 万円」を御船町議員の職責に対する適正な水準と位置づけ

る。 

少なくとも、以前の町長給与額に基づき「新原価方式」で算出された

月額約 35 万円を下回らない額とする。 

 

② 「役職による報酬」 

議長・副議長・常任委員会委員長には、その職責に応じて以下の増額

を行う。 

 委員長：月額 1万円加算 

 副議長：月額 2万 4,000 円加算（現行と同じ差額） 

 議 長：月額 7万 8,000 円加算（現行と同じ差額） 

 

③ 「報酬額の調整」 

毎年の人事院勧告に伴い、報酬額の調整を行う。 

 

④ 「施行時期」 

議員報酬に関する条例改定は、令和 7年度内の改定、及び令和 8年度

当初からの施行を目指すものとする。 

 

 

 

 

① 「議員報酬」の理由及び根拠 

 令和 5年の町議選挙が無投票となり、多様な人材が参画しにくい実態

が明らかになった。 

現行の月額 238,400 円（令和 6年時点、現在は 242,000 円、）は、特に

若年層や子育て世代が立候補するには大きな経済的負担となり、報酬

水準がその壁となっている。 

適正な報酬設定は、多様な人材が議員職を目指せる土壌をつくるうえ

で不可欠である。 

 議員は年間平均 154 日活動し、政策立案や地域貢献など多岐にわたる

職務を遂行する。地方分権に伴い職務の専門性と責任が増大している
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にもかかわらず、現在の報酬では町民が議員に求める質の高い議会活

動への十分な専念に課題が残る。 

 九州・熊本県内の他自治体との比較で、御船町の議員報酬が低い水準

にあることは確認されたが、町村議会における議員のなり手不足の大

きな要因の一つが議員報酬の低さであることは、全国町村議長会を含

めた全国共通の認識である。 

他町村の水準に単純に合わせることは「なり手不足」の本質的な解決

には繋がらないと判断し、比較はあくまで現状把握の参考とした。 

議員報酬額の適正な算定根拠は、主に議員活動の実態や地域の特性を

踏まえ、生活急的観点も考慮したうえで、議員の実際の職務負荷と議

員の職責を客観的に評価する全国町村議長会推奨の「新原価方式」を

主軸とした。 

 「新原価方式」は、町長報酬に乗じて議員報酬を算出する方式だが、

町長には給与のほかに町負担分として議員にはない社会保険負担の半

額分と退職金積み立ての半額分がある。 

町長報酬額を町長報酬における町財政負担額として比較する場合は、

それら二つを加味して計算しなければならない。 

その場合、令和 7年 3月までの給与で計算した場合が約 40 万円、4月

以降の給与で計算した場合は約 53.8 万円となった。 

また、社会保険負担の町負担額と退職金積み立ての町負担額を考慮に

入れず、単に給与のみに基づいた計算も行った。 

その場合、令和 7年 3月までの給与で計算した場合は約 35 万円、4月

以降の給与で計算した場合は約 40.7 万円となった。 

 町の財政への影響についてだが、令和５年度決算における町一般会計

における議会費の比率は約 0.8％にとどまっている。 

仮に議員報酬を 35 万円に引き上げたとしてもその比率は県内町村の一

般会計における議会費比率平均約１％とほぼ同等である。 

また仮に 40 万円に引き上げた場合は、約 1.09％程度になるが、それで

も震災以前の割合よりはるかに低く、（震災以前 10 年間平均の議会費

割合は 1.55％）35 万円から 40 万円程度への議員報酬引き上げは御船

町の財政に特段の影響を与える額ではないと考える。 

 また、「議員報酬を引き上げることはすなわち人への投資であり、議会

活動の活性化や議員の資質向上により町の税収増や無駄遣いカットに

貢献できる」「財政上の観点からも費用対効果が高い」との見解は、本

町議会アドバイザーを含む専門家の間で広く共有されており、本委員

会の考えとも一致する。 

具体的には、適正な報酬水準は、若年層や子育て世代、専門知識を持

つ人材など、多様な背景を持つ有為な人材が議員を目指す上での経済

的障壁を軽減する。これにより、なり手不足の解消に繋がり、より幅

広い視点や専門性を持つ議員の参画が期待される。 

こうした質の高い議員が政策提言や行政監視に専念することで、町の

税収増加や財政健全化に貢献し、結果として町民福祉の向上と持続可

能な発展的まちづくりに繋がると考える。 

 議員報酬改正には町民の理解が重要だが、今回の調査を通して、反対
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意見はあるものの、報酬引き上げに一定の賛意が確認された。 

特に現役世代においては肯定的な意見が多く寄せられており、全体と

して町民の理解が進んでいると判断する。 

 

② 「役職による報酬」の理由及び根拠 

 議長、副議長、各委員会委員長は、通常の議員職務に加え、議会運営

の統括、委員会審議の進行、議案の取りまとめ、対外的な交渉、各種

会議への出席など、より高度な責任と専門性、そして多大な時間を要

する職務を担っている。 

 常任委員会委員長は、委員会の準備、試案作成、取りまとめ等で通常

の議員職務を大きく上回る業務量を担っているが、これまでは委員と

同額の報酬であった。その職責と業務負荷に対する適正な対価として

位置づけるものである。 

 議長、副議長に対しては、他の地方自治体においても別途増額した報

酬を定めている事例が一般的であり、本議会においても同様であっ

た。報酬自体の増額が提言されていることから、増額分は議員報酬と

は比例させず、以前の報酬における増額分にとどめた。 

 

③ 「報酬額の調整」の理由及び根拠 

 議員報酬は、町民の皆様からの信頼を得るためにも、その決定プロセ

スと基準が客観的かつ透明であるべきである。人事院勧告は、国家公

務員の給与水準を民間給与と均衡させることを目的とした専門的・中

立的な勧告であり、これを議員報酬に連動させることで、恣意的な判

断を排除し、社会情勢や経済状況の変化を客観的に反映させることが

できる。 

 民間給与や他の公務員の給与水準に準拠することで、議員報酬が社会

一般の経済状況から乖離することを防ぎ、公平性を確保できる。ま

た、毎年の勧告に基づく調整とすることで、大規模な報酬改定の必要

性を減らし、町民の皆様からの理解を得やすくなる。 

 安定的な運用と議会運営の効率化: 毎年の客観的な指標に基づき自動

的に調整される仕組みを導入することで、報酬改定に関する議論に費

やす時間と労力を削減し、議会がより政策論議や町政の課題解決に注

力できる安定的な運用が可能となる。 

 

④ 「施行時期」の理由及び根拠 

 現議会で議員報酬の引き上げを決定し、次回選挙に臨むことで、有権

者は「報酬を上げた議員」に対して直接的な評価を下すことができ

る。議員は自らの報酬決定に対する責任を明確に負い、選挙を通じて

有権者の信任を得る必要が生じる。 

 現議会で協議・検討した議員報酬額を次の議会に先送りすることは、

責任逃れと受け取られかねない。議論・検討した当事者が実際にその

内容を実行に移す責任を果たすべきであると考える。 

また、先送りは現議会と次期議会の公平性にも課題が生じかねない。 

目次へ戻る 
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2. 議会改革の決意 

① 「抜本的な情報発信・情報共有の強化」 

② 「積極的な住民参加の促進と議員の地域活動強化」 

③ 「議会機能の強化と議会のさらなる活性化」 

 

① 「抜本的な情報発信・情報共有の強化」ついての具体策 

 御船町議会ではこれまでも、様々な手法で議会活動の周知に努めてきた

が、町民の皆様から寄せられた「周知が足りない」「何をしているか分

からない」といった意見を真摯に受け止め、現行の「御船町議会改革基

本計画」及び「御船町議会 ICT 推進基本計画」を着実に実行し、さらに

一歩進んだ情報発信体制を構築する。 

 具体的には、本会議や委員会のライブ配信・録画配信の実施、SNS の活

用、議会 YouTube チャンネルの動画コンテンツの充実、ホームページの

充実などを通して議会活動の「見える化」を促進するとともに、情報の

アクセシビリティ向上に努める。 

 議員個々の活動状況（委員会活動、地域活動などを含む）に関しても、

より分かりやすく、かつ定期的に町民皆様に公表する仕組みの構築につ

いて検討する。 

 町民への伝え方については、「どのように伝えるか」ではなく、「どのよ

うに伝えたら伝わるか」と考える。 

 

② 「極的な住民参加の促進と議員の地域活動強化」ついての具体策 

 議会報告会や「あおぞら会議」「あおぞらカフェ」といった町民との直

接対話の場を積極的に設けて、議員が町民の生の声を聞く機会を増や

す。 

 議会報告会の在り方については再検討し、議員自身の活動を町民に積極

的に示し、意見を伺う仕組みを具体化し、全議員が町民の思いに深く根

ざした活動を行うことを推進する。 

 アンケート調査等においては、より多くの町民の意見を反映できるよ

う、統計学的に有効なサンプル数の確保を目指し、オンラインアンケー

トや個別ヒアリングなど、多様な層からの意見を幅広く収集する手法を

検討・実施する。オンラインで議会に対する恒久的な意見・要望等を受

け付ける窓口設置を検討・実施する。 

 町民の議会参加についての手法を、先進事例等も研究しながら検討し実

施する。 

 

③ 「会機能の強化と議会のさらなる活性化」ついての具体策 

 議員の質疑応答能力の向上を図るため、外部講師を招いた研修機会の拡
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充や、執行部との緊張感のある議論を促すための建設的な議論手法の改

善に取り組む。 

 議会の政策提言サイクルを確立することにより、町民皆様の思いが、よ

り良い形でかなえることができたという実感が得られるように努める。 

 

3. 議員定数に対する考え方 

本委員会では、議員報酬の検討と併せて、議員定数との関係についても議

論を行った。 

近年、他の自治体では「議員定数を削減し、その分を議員報酬の増額原資

とする」といった議論が見られるが、そもそも議員定数は「町にとって何

人の議員が必要か」という観点から、独立して検討されるべきものであ

り、報酬と連動させて決定すべきではないと考える。 

御船町議会においても、過去に段階的な定数削減を進めており、平成 18 年

までは 20 名だった定数を、平成 19 年に 16 名、さらに平成 27 年には 14 名

へと削減しており、このとき常任委員会の数も 3から 2へと再編され、こ

れ以上の定数削減は、議会内の議論や意思形成に支障をきたす恐れがあ

り、慎重な検討が求められる。 

また、定数削減は町民の多様な意見を議会に反映する機会を損なう可能性

があり、とりわけ少数意見の反映や地域的な偏りの是正といった民主的な

議会の機能にとっても、大きな影響を及ぼす可能性がある、等といった点

を踏まえ、本委員会では議員定数と議員報酬を安易に連動させることはせ

ず、議員定数の適正数については、個別に、かつ継続的に議論していくべ

きとの結論に至った。 

一方で、仮に報酬改正と同時に議会改革を進めたとしても、次期町議選で

無投票となった場合には、定数そのものの妥当性に対して町民から疑問が

呈されることは避けられない。このため本委員会としては、そのような事

態が生じた場合は、次期町議会に対し議員定数の在り方について早期に検

討を開始し、任期中に明確な結論を出すよう、最優先課題として申し送り

を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 
目次へ戻る 
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結び 

 

本最終報告書は、御船町議会が直面する「議員のなり手不足」という課

題に対し、議員報酬の適正化、議会活動の活性化、そして町民との連携強

化という多角的な視点から、約 10 年にわたる慎重かつ多面的な議論を経

て、その解決策を提示するものである。 

御船町議会は、令和 5年の選挙において初めて無投票となった。地方自

治は町民の意思に基づいて行われるべきものであり、無投票選挙はその意

思を表明する機会、すなわち「選択の機会」を奪うものである。それは民

主主義および自治の根幹を揺るがす重大な問題である。 

実際、令和 5年の統一地方選挙における無投票率は、一般市が約 18％で

あったのに対し、町村議会では約 56.1％に達し、3倍以上の高率となって

いる。この大きな差の背景には、町村議会の議員報酬が一般市に比べて約

44％も低いという現実があり、報酬水準が立候補を思いとどまらせる一因

となっていることは否めない。 

有為な人材が、生活上の制約によって議員への立候補を断念するような

事態は、町にとって大きな損失であり、そのような状況は可能な限り回避

すべきである。この観点からも、議員報酬に生活給的側面を導入する検討

は不可欠である。 

議員の職務は、会議への出席や資料の精査にとどまらず、町民からの相

談対応、地域課題の把握、政策提言のための調査・研究など、多岐にわた

り、こうした日常的かつ継続的な活動こそが、町民から期待されている役

割である。議員がこれらの活動にしっかりと専念し、質の高い議会活動を

継続していくためには、生活基盤を支えるに足る適正な報酬水準が不可欠

であると考える。 

今回の検討過程においては、多くの町民から寄せられた貴重な意見や提

案を真摯に受け止めてきた。賛成意見のみならず、慎重な立場や反対意見

も含め、それら一つひとつに丁寧に向き合い、より良い解決策の模索に努

めてきた。 

御船町議会は、「町民から選ばれた代表として、開かれた議会を築き、町

民の負託に応える」という御船町議会基本条例の理念に基づき、今後も不

断の改革を進めていく。 

今回の議員報酬適正化の提言は、こうした改革の一環であり、最終的な

目標は、町民の思いがより良い形で町政に反映されていると、議員、そし

て町民一人ひとりが実感できるような議会の実現にあると考える。 

目次へ戻る 


